
☆歳出予算 千円

【歳出予算の内訳】

低所得者⽀援及び定額減税等について　【繰越明許費】 千円
※ 物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創⽣臨時交付⾦の給付⾦・定額減税⼀体⽀援枠を活⽤

1. 低所得世帯に対する重点⽀援給付⾦ 千円

⑴ 住⺠税均等割のみ課税世帯に対する重点⽀援給付⾦ 千円
〔事業費総額〕　 513,250千円
〔事業費内訳〕　 給付費︓500,000千円、事務費︓13,250千円
〔対      象〕　 5,000世帯
〔給付⾦額〕　 1世帯あたり10万円

⑵ こども加算 千円
① 住⺠税⾮課税世帯に対する重点⽀援給付⾦（予算措置済）への加算 千円

〔事業費総額〕　 231,250千円
〔事業費内訳〕　 給付費︓225,000千円、事務費︓6,250千円
〔対      象〕　 2,500世帯（児童4,500⼈）
〔給付⾦額〕　 18歳以下の児童１⼈あたり5万円

② 住⺠税均等割のみ課税世帯に対する重点⽀援給付⾦への加算 千円
〔事業費総額〕　 25,000千円
〔事業費内訳〕　 給付費︓25,000千円
〔対      象〕　 300世帯（児童500⼈）
〔給付⾦額〕　 18歳以下の児童１⼈あたり5万円

2. 定額減税等に係るシステム改修 千円
市税関係システム改修委託料（令和6年度定額減税・調整給付対応）

※ 令和6年度に予定されている定額減税及び定額減税しきれないと⾒込まれる⽅を対象とした
給付（調整給付）に係るシステム改修経費

☆歳⼊予算 千円

【歳⼊予算の内訳】
国庫⽀出⾦（補助率　10/10） 千円
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令和5年度⼀般会計補正予算（第８号）の専決処分について

　低所得世帯に対する給付及び定額減税等に係るシステム改修に必要となる経費について補正予算を
編成する必要が⽣じましたが、議会を招集する時間的余裕がないことから、地⽅⾃治法第179条第1項
の規定により令和６年1⽉19⽇付けにて専決処分を⾏いましたので、お知らせいたします。
　なお、本件につきましては直近の議会に報告し、承認を求めるものです。
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